
開発経済史
「途上国」日本からの学び

「開発途上国」であった戦前日本の経験から得られる歴史的な教訓は、

今日の途上国が直面する開発課題を解決するヒントになりうるか？

開発経済学と経済史を融合した「開発経済史」の観点から、

事例を挙げつつ検討する。

有本寛 Arimoto Yutaka 

一橋大学経済研究所准教授

1 はじめに

「開発経済史」とは、開発経済学と経済史を

融合した、 経済学の下位分野である。 聞き慣

れないのは、 いまのところ筆者ほぽ1人しか

この用語を使っていないからに他ならない。

開発経済学は、 発展途上経済の開発課題を研

究対象とする。 であれば、 発展途上だった時

期の先進国の経済社会、 つまり経済史もその

対象に含まれてよい。「途上国」 時代の先進

国は、 どのような開発課題に直面したのか。

それは今日の課題と同じなのか。 その課題は、

どのような経路や機序（メカニズム）で生じ

るのか。 どのようにそれを解決したのか、 あ

るいは解決に失敗したのか。 これらを解明す

ることが開発経済史の役割である。

本稿は、 近代H本を事例とした開発経済史

の成果を紹介しながら、 その特長と限界、 そ

して使い方を概観してみたい。

2 近代日本の経験

2.1 マイクロファイナンス

開発経済学といえば、 マイクロファイナン

ス(MF)である。 低所得・無担保の人びとへ

の少額融資だ。 こうした貧困層への融資を、

どう焦げつかせずに供与するかが課題である(

グラミン銀行をはじめとするMF機関は、 高

い返済率を実現する数々の創造的なしくみで

これをクリアした。 定期の少額返済や定例の

グル ー プ会合、 グル ー プ融資（連帯責任制）

などだ。 しかし、 戦前のH本にはグラミン銀

行はまだなかった。 では、 どうやって小規模

金融問題に対応したのか。
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Feature I特集 いま知りたい開発経済学

1930年代H本の農村に目を向けよう （有

本・藤栄・仙田2013)。日本で農村・農家の

負債が最も深刻化し、 小規模金融の需要が高

まった時期である。

当時の農村には、 銀行、 産業組合、 個人・

貸金業者・質屋、 無尽・頼母子講、 といった

金融機関があった。フォ ーマル金融である銀

行は利子率などの融資条件はよいが、 担保と

なる資産を持たない層はアクセスしづらかっ

た。個人や貸金業者などのインフォ ーマル金

融はアクセスがよいが、 利子が高い。小規模

金融問題の解決には、 広いアクセスとリ ー ズ

ナブルな融資条件を両立する貸し手が必要な

のである。今日のMF機関は、 上述したよう

なしくみで返済率を高めることで、 これを実

現した。近代日本で、 MF機関と同じポジシ

ョニングにあったのが、 無尽・講と産業組合

だ。

インフォ ー マル金融のひとつである無尽．
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しや下層の農家も包摂したことが特徴だ。産

業組合の利子率は、 個人や貸金業者と銀行の

ちょうど中間的な位置付けにあった。担保と

なる土地を持たない小作農も加入していたこ

とから、 アクセスは閉ざされていたわけでは

なかった。つまり、 銀行から借り入れできず、

高利のインフォ ーマル金融からしか借りられ

ないような家計には、 重要な貸し手であった。

産業組合がアクセスと融資条件を両立でき 

た理由に、 返済率を高めうるしくみの採用が

考えられる。たとえば、 組合によっては、 組

合員の人格や資産などの情報を体系的に蓄積

し、信用審査に使っていた（小島・高橋2017)。

一種のクレジットスコアリングである。産業

組合として定例の会合もあり、 政策金融の融

資の際は連帯責任を課すこともあった。今日

のMF機関とよく似ている。このように、 戦

前日本では、 産業組合と無尽・講という2つ

の組織が、 今日のMF機関に代わる役割を果 

たしていたのである。

通常のMFの議論はこのあと、 融資が起業

や所得向上に繋がったのか、 という論点へと

続く。しかし、 ここではあえて消費の話をし 

たい。勤労は美徳だが、 消費もそうだ。途上

国で調査のために農家の自宅をお邪魔すると、

大きな液晶テレビやCDコンポが置いてあっ 

たりする。彼らは貧しいのに、 一体どうやっ

てこれを買っているのか。

彼らのような低所得層のマー ケットは、 

BOP (Base of the Economic Pyramid : 所得

ピラミッドの基礎）市場と呼ばれる。BOP層

は世界中で約40,f意人いるので、 市場規模は大

きい。ただし、 一人ひとりの所得は低い。ど

う売るか。トー トロジー のようだが、 BOP市

場攻略のポイントは「買えるように売る」こ

とだ。低い所得に合わせて、 1回の支払い額

を小さくする。ひとつは「小袋戦略」だ。た
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頼母子講は、 回転貯蓄信用講(Rotating sav

ings and credit association : ROSCA) と呼ば

れる組織である。世界中どこにでもあるが、

近代日本の特徴として、 広く浸透しており、

規模が大きく、 困窮者の救済を目的とするこ

とが多い「親有り講」が過半を占めたことが

挙げられる。とくに最後の点は重要で、 困窮

者という最も条件が悪い借り手にも門戸が開

かれていたことを意味する。一種の社会保障

的な役割を担っていたともいえる。

産業組合は、 地縁ベ ース

現在の農協の前身である。産業組合の信用事

業が、 貯金や融資などの金融サ ービスを提供

していた。産業組合法(1900年）に基づく村

を単位としたフォ ーマルな組織であるが、 村

落の共同体としての結びつきに組織・維持・

運営を依存した地縁的な組織だった。全戸加

入が政策的に推奨されたこともあり、 土地な

の協同組合であり、



とえばシャンプー をボトルではなく、 ホテル

で置いてあるような小袋にわけて、 1袋2円

といった価格で売る。ただし、 これは小分け

できることが前提だ。家電はどうするか。商

品は分けられないので、 支払いを小分けにす

るしかない。ここに、 消費のための小規模金

融（販売金融）が登場する。

「途上国」日本の経験をみてみよう。満薗

(2014)によると、 1930年代には大衆消費社会

の萌芽がみられ、 月賦による耐久消費財の販

売が行われていた。月賦とは、 代金を一時に

払わないで、 月割りで払う方法である。洋服、

布団、 自転車、 時計、 ミシン、 ラジオ、 カメ

ラといったものが月賦で売られていた。耐久

消費財や、 当時としてはある程度値の張るも

のが多い。ものにもよるが、 価格的に月収の

だいたい半分程度のものが、 1年程度のロ ー

ンで売られていた。

月賦販売の課題は、 掛け倒れリスクである。

これを軽減する方法がおもしろい。ひとつは

「講会方式」で、無尽 ・ 講と同じしくみである。

いまひとつは「貯蓄月掛販売」で、 代金は月

賦で月々分割払いする。ポイントは蔽品を先

に渡さず、 まず半額分の「貯蓄」をさせるこ

とだ。半額分を先払いした時点、 たとえばl

年の月賦の場合、 半年間払い込みを終えた時

点で商品を引き渡す。これは自助グルー プ型

MFと類似している。貯蓄を義務付け、 一 定

の額に達したことを条件に融資を開始するス

キ ー ムだ。最後は「百貨サ ー ビス」で、 今H

のクレジットカ ー ド会社と基本的に同じしく

みである。消費者はまず、 百貨サ ー ビス会社

の審介を経て会員証を手にし、 それを加盟店

で提示して商品を購入する。代金は百貨サ ー

ビス会社が一括立替払いし、 消費者から分割

払いで回収する。ポイントが2つある。ひと

つは、 会員を信用ある職域（官公庁、 銀行、

会社）に限定していたこと、 いまひとつは同

ー職域内でグループを組織させて、 そこに連

帯責任を課したことである。

以上のように、 販売金融でもMF機関と似

たしくみが使われていた。それらが機能する

機序は共通している。まず、 私的情報を持つ

借り手自身に、 選別や与信、 監視、 扶助をさ

せている。そのためのしかけが、 地縁や職域

組織など、 互いをよく知る者同士からなるグ

ループの形成と、 連帯責任の付与である。ま

た、 私的情報のあぶり出しもしている。融資

や販売にあたって、 一定額の貯蓄の積立を要

求するしくみは、 返済能力や意欲を探ってい

ると解釈できるかもしれない。また、 トラブ

ルを早期発見する手段として、 定期返済も有

効だろう。

こうした販売金融は、 今日のBOP市場開拓

にとっても璽要なツ ー ルだ。東南アジアでは

日本企業がロ ー ンでバイクを売っている。バ

イクや家電などの耐久消費財は、 移動手段を

確保したり、 家事労働を減らしたりできると

いう点で、 投資的な意味合いをも持つ。販売

金融は、 高額な耐久消費財の購入を可能にす

ることで、 生計を改善させ、 生活に潤いをも

たらす可能性を持っている。

2.2 粗製肥料問題

粗製と濫造は発展の華だ。所得の向上に伴

い急増する需要を狙って参入が殺到する。そ

の結果、 さまざまな品質の商品が市場に溢れ

る。たとえば、 肥料である。農業の近代化と

生産性の向上には、 化学肥料が不可欠だ。し

かし、 肥料は見ただけでは、 ただの砂や土と

見分けがつかない。成分含有率が規定や表示

に満たない、「薄い」肥料が出回る。すると、

農家は肥料の投入を控え、 生産性は停滞する（

典型的なレモン市場問題である。この粗製間
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題は、 サブサハラ ・ アフリカで肥料や農薬の

導入率が低い理由のひとつである(Bold et al. 

2017, Ashour et al. forthcoming)。

このようなケ ー スでは、 政府の介入が必要

だ。 先進国では、 品質基準を設定し、 無作為

な臨検によって粗製品を取り締まる。 しかし、 

発展途上国は取り締まりのためのキャパシテ 

ィが不足している。 そうした制約のもとで有

効な対策はないだろうか。

粗製肥料問題は、近代日本でもみられた（高

橋2010、松本 ・ 坂根2017)。 農事試験場技師 ・

小幡健吉の次の言葉が、 間題の本質を的確に

突いている：「農事が漸々進歩するに従ひて、

良肥料の需要が益々増加する。 そこで奸裔が

現はれて肥料の偽造を致す様になるは自然の

傾きであります。 兎角偽物は真物らしく、 却

て真物こそ偽物と見ゆる位ひであるから人が

欺かれ易い。 油粕に砂を混ずるは珍しくない 

様です。 若しも混合物があれば正味のものよ 

り効能が薄ひ。 過燐酸石灰には木炭を混じて

も外艶の分別は容易に出来ません」（高橋 

2010より引用）。

どう対処したのか。 第 1に、 正攻法として、 

1901年に肥料取締法を施行し、 取り締まりを 

開始した。 肥料の製造 ・ 流通業者の免許制の

導入、 成分の表示と保障の義務化、 臨検の実

施、 違反に対する罰則がその骨子である。 た 

だし、その効果は罰則の強度と臨検の頻度（検

査率） に依存する。 当時の政府自身が認識し

ていたように、 検究件数の少なさが肥料取締

法の効果を制約していたようである （大正期

に入ると、 検査件数は増加した）。 第2は、 依

頼分析制度の導入である。 公的な農事試験場

が、 生産者や消費者から、 肥料の成分検壺の

依頼を安価・無料で受けつける制度だ。 鑑定

を受けることで、 生産者は品質をシグナリン

グし、 消費者も必要に応じて品質を確認でき
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るようになる。 第3は、 民間の流通再編であ

る。 有カメ ーカー は、 肥料製品のブランド化

し、 特約店網で製品を流すことで偽造品の混

入を防いだ。 需要側も、 農会や産業組合を組

織化し、 共圃購入の比率が高まった。 メ ーカ
ー から直接大ロットの肥料を仕入れ、 かつそ

の際に依頼分析を実施することで、 正規品が

農家の手に渡ったのである。

3 教訓と意義と留意点

3.1 教訓と意義

以上の2つの事例から得られる教訓は何か。 

まず気づくのは、 開発課題は古今東西だいた 

い同じということだ。 だとすれば、 背後では

同じ機序がはたらいている蓋然性が高い。 そ

して、 機序が同じであれば、 対策も同じよう

に有効だと予想される。 開発経済史の最大の 

意義は、 歴史事例から開発課題を解決する具

休的なヒントを得られることだ。 これはよい 

知らせである。

たとえば、 小規模金融問題と粗製肥料問題 

のどちらも、 問題の機序ば情報の非対称性か

ら発生するモラルハザー ドや逆選択である。

したがって、 対策もこれらの問題をどう、 安

価に抑制するかが鍵となる。 近代H本の経験

からそのまま教訓を導くなら、 産業組合を作 

り、信用評定や連帯責任を導入し、貯蓄の（強

制）積立もするということになるだろうか。

なんのことはない、グラミン銀行の「再発見」

である （ただし「戦前日本」色が異様に強い）。

他方、 粗製肥料間題に対しては、 依頼分析と 

いうアイデイアが得られる。 これは有効だろ

うか。

3.2 エピデンスレベルと外的妥当性

悪い知らせは、 歴史事例にみる教訓が有効
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なのか、 よくわからないことだ。必要十分な

定量デー タが得づらく、 多くは経過を観察 ・

記録した事例 ・ 症例分析に留まらざるをえな

うか。この問いが重要なのは、 解決策の有効

性が社会経済的な文脈（ コンテクスト）に依

存するからである。農業史の「自治村落論」

（齋藤1989) は、 なぜアジアを中心とした発
・展途上国では農協が普及 定着しないかを問

うた。自治村落論はその理由を、 村落の歴史

性の違いに求める。日本の村落は中近惟以来

一定の公権力を持ち、 村請制という連帯責任

制を300年近く経験しながら培った自治能力

を持つ、 共同性や規制が強いタイトなコミュ

ニティであり、 それが農協のような共同活動

を成り立たせるという（ 有本2006)。産業組

合というソリュ ーションが有効に機能するに

は、 しかるべき土壌が必要であるという警旬

である。

以上のように、 歴史的な教訓は今日の開発

課題の解決のヒントになりうるが、 対策とし

て有効性に強い根拠がないこと、 外的妥当性
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いからである。歴史事例からの教訓は「高レ....... 
ベルのエビデンスには基づいていない政策」

なのである。粗製肥料問題に対して、 依頼分

析制度は理論的にも有効そうだ。実際、 生産

者はこれをシグナリングに使った。しかし、

これが粗製肥料問題を解決に導いたという信

頼性の高いエビデンスはない。確定的にいえ

ることは、 粗製肥料問題があったこと、 依頼

分析も含めたいくつかの対策がとられたこと、

経時的には問題は収束に向かったこと、 まで

なのである。

いまひとつ考えなければならないのは、 教

訓の外的妥当性である。近代H本の産業組合

のモデルは、（「戦前H本」色は大幅に薄めた

として）たとえばウガンダに適用できるだろ
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